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１．行政投資の実態 

１－１．目的 

『公共事業の現状について』勉強会での説明資

料作成を目的として、建設コンサルタンツ協会各

支部である全10ブロック(表-1.1.1。以下、ブロッ

ク）単位の行政投資実態を整理した。なお、『公共

事業の現状について』勉強会は表-1.1.2の日程で

行われた。 

表-1.1.1 ブロック別都道府県一覧 

ブロック 都道府県名 

北海道 北海道 

東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

関東Ａ 埼玉、千葉、東京、神奈川 

関東Ｂ 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 

北陸 新潟、富山、石川 

中部 岐阜、静岡、愛知、三重 

近畿 福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、

和歌山 

中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四国 徳島、香川、愛媛、高知 

九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、

鹿児島、沖縄 

※分類は協会の支部に準拠した。 

表-1.1.2 『公共事業の現状について』 

勉強会実施日程（いずれも平成 18年内） 

月日 対象支部名 

10月13日 近畿支部 

10月17日 九州支部 

10月19日 北陸支部 

10月26日 中部支部 

10月31日 北海道支部 

11月22日 関東支部 

12月７日 四国支部 

１－２．研究概要 

「平成15年度 行政投資実績 都道府県別行政

投資実績報告書(以下、行政投資報告書)1」が平成

18年５月に発行された。行政投資報告書は、各都

                            
1
総務省自治行政局地域振興課発行 

道府県で実施された公共投資実績が記載されてい

る。なお、行政投資実績は以下のⅠ～Ⅷの事業分

野を対象に調査されている。 

Ⅰ．一般事業(道路や治山治水等) 

Ⅱ．公営企業(水道、電気ガス等) 

Ⅲ．収益事業 

Ⅳ．国民健康保険事業 

Ⅴ．老人保健医療事業 

Ⅵ．介護保険事業 

Ⅶ．公共質屋事業 

Ⅷ．公立大学附属病院事業 

また、事業目的別行政投資額(表-1.2.1)や、事

業主体別(表-1.2.2)の行政投資額についても記載

されている。 

表-1.2.1 事業目的別行政投資額の分類 

生活基盤投資

産業基盤投資

農林水産投資

国土保全投資

その他の投資

市町村道、街路、都市計画、住宅、環境衛生、厚生
福祉（病院、介護サービス、国民健康保険、老人保
健医療、介護保険、公立大学附属病院の各事業を
含む。）、文教施設、水道及び下水道の各投資

国県道、港湾（港湾整備事業を含む。）、空港及び工
業用水の各投資

農林水産業関係の投資

治山治水及び海岸保全の投資

失業対策、災害復旧、官庁営繕、鉄道、地下鉄、電
気、ガス等上記以外の各事業の投資

 

表-1.2.2 事業主体別行政投資額の分類 

A 国費
（国及び公団等の事業費）－（地方公共
団体の直轄事業負担金）

B 都道府県費 都道府県歳出の直轄事業負担金

C 市町村費 市町村歳出の直轄事業負担金

A 国費
都道府県歳入科目の「国庫支出金」とし
て、当該年度に歳入決算されたもの

B 都道府県費 Ａ及びＣ以外の財源

C 市町村費
都道府県歳入科目の「負担金・分担金・
寄付金」のうち、市町村歳出に係るもの

A 国費
市町村歳入科目の「国庫支出金」及び
「都道府県支出金」のうち国庫財源分で
当該年度に歳入決算されたもの

B 都道府県費
市町村歳入科目の「都道府県支出金」か
ら国庫財源分を控除した額

C 市町村費 Ａ及びＢ以外の財源

市町村の事業

国の事業

都道府県の事業

 

本研究では、一般事業(道路や治山治水等)、お

よび全事業のそれぞれについて経年的な投資額を

整理するとともに、事業目的別および事業主体別

についても整理し、各ブロックの投資実態を把握

することとした。 
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１－３．研究成果 

１－３－１．全国的な行政投資の傾向 

(1)行政投資額の経年変化 

行政投資額全体では、平成５年度～７年度付近

のバブル期に50兆円程度の行政投資額があった。 

しかし、平成８年度以降バブル経済の崩壊とと

もに減少し、平成15年度には30兆円程度と、ピー

ク時の６割程度の昭和63年度規模まで落ち込んで

いる(図-1.3.1)。 
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図-1.3.1 事業目的別投資額の推移 

【全国：全事業】 

(2)行政投資額の構成比 

行政投資額の構成比を見ると、生活基盤投資が

ほぼ半分を占め、次いで産業基盤投資が２割を占

める状況であり、この傾向は過去ほとんど変わら

ない状況である(図-1.3.2)。 
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図-1.3.2 事業目的別投資額の構成比 

【全国：平成６～15年度の全事業合計】 

(3)事業主体別行政投資額の経年変化 

事業主体である国、都道府県、市町村とも、平

成５年度以降はほぼ同じ傾向で減少し、平成15年

度度には平成５年度の６割程度の行政投資額まで

減少している(図-1.3.3)。 
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図-1.3.3 事業主体別投資額の推移 

【全国：全事業】 

(4)事業主体の構成比 

全事業でみると、国の割合が25％、都道府県が

35％、市町村が40％程度の投資額であり、経年的

な変化はあまり見られない(図-1.3.4)。 

一方、一般事業では、国の割合が30％、都道府

県と市町村が35％程度の投資額であり、全事業と

異なり国の投資額が増え、市町村の投資額が減る

傾向にある。これは一般事業に占める市町村道の

投資額が多いためである。 
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図-1.3.4 事業主体の構成比【全国】 
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１－３－２．ブロック別行政投資の実態 

(1)整理事項 

ブロック別の行政投資の実態を把握するため、

以下の６項目について整理を行った。 

また、各項目は詳細分析の基礎資料となること

を期待して、都道府県別にも整理を行った。 

 

1)事業目的別投資額の推移 

図-1.3.1 と同様に、事業目的別投資額の経年

的な推移を整理した。 

2)事業目的別投資額の割合 

図-1.3.2 と同様に、事業目的別投資額の構成

比を整理した。 

3)事業目的別投資合計額の傾向 

上記②で整理した事業目的別投資額の全国平

均を 100とし、各ブロックの構成比を全国平均

と比較整理した。 

4)事業主体別投資額の推移 

図-1.3.3 と同様に、一般事業および全事業に

ついて事業主体別投資額の推移を整理した。 

5)事業主体の構成比 

図-1.3.3 と同様に、一般事業および全事業に

ついて事業主体の構成比を整理した。 

6)人口・面積に対する行政投資額 

各ブロック(又は都道府県)の人口・面積に対

する行政投資額(IPA)を下式により算出し、整理

した。 

A
IPA

面積人口

行政投資額

•
=

P
I
 

以降では、1)で整理した行政投資額の経年変化

と、3)で整理した各ブロックの構成比をもとに、

各ブロックの行政投資の実態を全国平均と比較し

ながら考察する。 

(2)ブロック別の行政投資の実態 

1)北海道ブロック 

行政投資額は、平成 10年度までは緩やかな上

昇傾向であった。その後は減少傾向に転じ、平

成 15 年度にはピーク時の６割程度まで落ち込

むなど、全国平均とほぼ同じ傾向である。 

また、各事業目的別投資額も平成 10年をピー

クに減少傾向に転じるなど、同様の傾向を示し

ている(図-1.3.5(1))。 

行政投資額の割合では、全国平均の２倍以上

の割合で農林水産投資が行われている。また、

産業基盤投資、国土基盤投資も全国平均より高

い割合で投資されている。 

反対に生活基盤投資は全国平均の７割程度と、

低い割合であることが北海道ブロックの特徴と

いえる(図-1.3.5(2))。 
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図-1.3.5(1)  事業目的別投資額の推移 

【北海道：全事業】 
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図-1.3.5(2) 事業目的別投資額の割合 

【北海道：平成６～15年度の全事業合計】 
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2)東北ブロック 

東北ブロックでは、平成５年度～７年度付近

のバブル期以降も行政投資額はゆるやかな増加

傾向にあった。なかでも産業基盤投資(国県道や

港湾への投資)が増加していた。 

その後、平成 10年度に 4.6兆円程度のピーク

を迎えた以降は減少傾向に転じ、平成 15年度に

は全国平均と同様にピーク時の約６割程度まで

落ち込む結果となっている(図-1.3.6(1))。 

行政投資額の構成比では、農林水産投資に偏

りが見られ、注力してきたのが東北ブロックの

特徴と考えられる(図-1.3.6(2))。 

しかし、平成７年度以降は農林水産投資も減

少している一方、国土基盤投資はほとんど変化

なく推移しており、平成 15年度には農林水産投

資と同額程度になっている。 
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図-1.3.6(1)  事業目的別投資額の推移 

【東北：全事業】 
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図-1.3.6(2) 事業目的別投資額の割合 

【東北：平成６～15年度の全事業合計】 

3)関東Ａブロック 

関東Ａブロックの行政投資額は、平成５年度

に 12 兆円程度のピークを迎えた以降は著しい

減少傾向に転じている。なかでも生活基盤投資

(街路、都市計画等)の減少が著しく、平成 15

年度にはピーク時の半分以下まで落ち込む結果

となっている(図-1.3.7(1))。 

行政投資額の構成比では、農林水産投資がほ

とんどなされておらず、産業基盤投資や国土保

全投資も全国平均に比べ構成比が低い。 

生活基盤投資が６割を超えるブロックはほか

になく、農林水産投資が生活基盤投資やその他

に割り振られているのが関東Ａブロックの特徴

と考えられる(図-1.3.7(2))。 

なお、その他への投資は、官庁営繕(国立大学

の移転等)が平成 14年度に行われたためである

と考えられる。 
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図-1.3.7(1)  事業目的別投資額の推移 

【関東Ａ：全事業】 
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4)関東Ｂブロック 

平成５年度～７年度付近のバブル期をピーク

に減少傾向に転じ、平成 15年度には昭和 63年

度規模まで落ち込むなど、全国平均とほぼ同じ

傾向を示している(図-1.3.8(1))。 

行政投資額の構成比も同様に、全国平均と同

じ傾向である(図-1.3.8(2))。 
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図-1.3.8(1)  事業目的別投資額の推移 

【関東Ｂ：全事業】 
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図-1.3.8(2) 事業目的別投資額の割合 

【関東Ｂ：平成６～15年度の全事業合計】 

5)北陸ブロック 

北陸ブロックでは、平成５年度～７年度付近

のバブル期以降横ばいであったが、平成 10年度

以降は減少傾向に転じている。平成 15年度には

全国平均と同様にピーク時の約６割程度まで落

ち込む結果となっている(図-1.3.9(1))。 

行政投資額の構成比では、全国平均に比べ国

土基盤投資と農林水産投資に重点が置かれ、投

資額が経年的にも変化していないのが北陸ブロ

ックの特徴と考えられる。(図-1.3.9(2))。 
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図-1.3.9(1)  事業目的別投資額の推移 

【北陸：全事業】 

0

50

100

150

200
生活

産業

農林国土

その他

産業,

22.4%

農林,

13.1%

国土,

12.3%

その他,

11.2%

生活,

40.9%

 
図-1.3.9(2) 事業目的別投資額の割合 

【北陸：平成６～15年度の全事業合計】 
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6)中部ブロック 

中部ブロックでは、平成５年度以降横ばい状

態が続き、平成 10年度以降減少傾向に転じた。 

産業基盤投資は、平成 14年度まで上昇傾向に

あり、これは平成 16年度に開催された万国博覧

会に関連する国県道整備などに充てられたと考

えられる(図-1.3.10(1))。 
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図-1.3.10(1)  事業目的別投資額の推移 

【中部：全事業】 

行政投資額の構成比では、道路整備などの産

業基盤投資に重点がおかれ、農林水産投資が低

い割合であるのが中部ブロックの特徴と考えら

れる。(図-1.3.10(2))。 
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【中部：平成６～15年度の全事業合計】 

7)近畿ブロック 

近畿ブロックでは、平成７年度、８年度をピ

ークとし、９兆円近い行政投資があったものの、

平成 10年度以降は減少傾向に転じている。 

平成 15年度にはピーク時の約５割程度と、全

国平均より低い割合まで落ち込む結果となって

いる (図-1.3.11(1))。 

行政投資額の構成比では、農林水産投資が全

国平均の約半分と低い割合となっている。 

反対に産業基盤投資、国土基盤投資の割合が

高いのが近畿ブロックの特徴と考えられる。(図

-1.3.11(2))。 
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図-1.3.11(1)  事業目的別投資額の推移 

【近畿：全事業】 
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【近畿：平成６～15年度の全事業合計】 
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8)中国ブロック 

中国ブロックは、平成５年度以降横ばい状態

が続き、平成 10年度以降減少傾向に転じている

など、中部ブロックに似た傾向であるが、産業

基盤投資が中部ブロックほど多く投資されてい

ない状況である(図-1.3.12(1))。 

行政投資額の構成比では、全国平均に比べそ

の他への投資が低い割合となっている。 

反対に、産業基盤、国土基盤、農林水産投資

が多くなっているのが中国ブロックの特徴と考

えられる。(図-1.3.12(2))。 
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【中国：全事業】 
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【中国：平成６～15年度の全事業合計】 

9)四国ブロック 

四国ブロックは、平成 10年度までゆるやかな

上昇傾向であり、他のブロックとはことなる傾

向を示している。その後は減少傾向に転じ、平

成 15年度にはピークの６割程度になるなど、全

国平均と同じ傾向である図-1.3.13(1))。 

行政投資額の構成比では、全国平均に比べ生

活基盤投資が著しく低い割合となっている。 

反対に、産業基盤、国土基盤、農林水産投資

が高くなっているのが四国ブロックの特徴と考

えられる。(図-1.3.13(2))。 
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図-1.3.13(1)  事業目的別投資額の推移 

【四国：全事業】 
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図-1.3.13(2) 事業目的別投資額の割合 

【四国：平成６～15年度の全事業合計】 
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10)九州ブロック 

九州ブロックは、全体として平成５年度以降

横ばい状態が続き、平成 10年度を境に減少傾向

に転じているなど、中部ブロックや中国ブロッ

クに似た傾向を示している。 

なお、生活基盤投資以外は平成 10年度まで緩

やかな上昇傾向であることが他のブロックと異

なる傾向であり、平成 15年度でもピーク時の７

割程度の投資額である(図-1.3.14(1))。 

行政投資額の構成比では、全国平均に比べ農

林水産投資が高い割合となっている。 

それ以外は、ほぼ全国平均と同様の構成とな

っているのが九州ブロックの特徴と考えられる。

(図-1.3.14(2))。 
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【九州：全事業】 
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【九州：平成６～15年度の全事業合計】 

１－４．まとめ 

これらの集計だけで公共投資のすべてが言える

かはさらなる分析が必要である。現段階ではひと

つの資料として受け止めて頂きたい。 

いずれにしろ、行政投資額自体は現在も引き続

き減少する傾向にあるものの、必要不可欠な投資

であるため、今後も行政投資のデータ収集、整理

を進めることが望まれる。 

以上 

 

(平成 19年 12月追記) 

平成 16年度以降は、道路公団等の民営化を受け

て、行政投資実績額の集計方法が変更となった。 

そのため、平成 15 年度までの統計値と、平成

16 年度以降の統計値を単純に比較することがで

きない状況にある。しかし、継続して行政投資の

データ収集、整理を進めることが望ましいと考え

られる。 


